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２ 一般会計歳入歳出予算の概要 
 
  平成22年度当初予算（一般会計）のポイント 

 
県内の厳しい雇用経済情勢を踏まえて、平成２１年度２月補正予算と一体的にとら

え、引き続き緊急雇用・経済対策に切れ目なく取り組むとともに、「県民しあわせプラン
・第二次戦略計画」の総仕上げの予算として、「重点的な取組」や各施策の目標達成
に向けた取組を着実に進めていくため、極めて厳しい財政状況の下、「選択と集中」を
図りながら次の点を基本に編成しました。 

 
 
 
 

    厳しい雇用経済情勢が続くなか、「平成22年度三重県緊急雇用・経済対策推進
方針」に基づき、平成21年度から平成22年度へと切れ目なく効果的な雇用・経済
対策を進める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

「県民しあわせプラン・第二次戦略計画」の最終年度として、「重点的な取組」や
施策目標の達成に向けて、全力で取り組み、「経済や産業が元気な社会」、「くら
しの安全・安心が確立された社会」、「助け合い、ささえあいによる絆社会」の三つ
の社会像の実現をめざす。 

 
 
 
 

“文化力立県”の２年目の年として、本県の文化力を象徴する事業を着実に推
進するとともに、特定課題への適切な対応により県勢の発展につなげる。 

（１） 「美
うま

し国おこし・三重」の本格的な展開 
（２） 新県立博物館整備の着実な推進 
（３） 「県立病院改革に関する基本方針」に基づく県立病院改革の推進 

 
 
 

 
 ２ 「第二次戦略計画」の「重点的な取組」などの目標の達成 
  

 
 ３“文化力立県”を象徴する事業などの着実な推進 
 

 
 １ 県内の厳しい雇用経済情勢を踏まえた緊急雇用・経済対策の推進 
 

平成２２年度三重県緊急雇用・経済対策推進方針 
 
（１）雇用対策 
  ①緊急的な雇用機会の創出 ②重点分野における雇用機会の創出 
  ③継続的な雇用機会の創出 ④雇用につながる就労支援 
（２）経済対策 
  ①中小企業等の経営安定化への支援 ②地域経済活性化への支援 
  ③将来に向けたチャンスづくり ④国の対策と連動した事業の推進 
（３）生活対策 
  ①生活への支援 ②働きやすい環境づくり 
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福祉・介護人財確保緊急支援事業（健康福祉部）           ９５，７１７千円 
 

福祉職場の人材確保・定着支援を図るため、学生等の進路支援、キャリア
支援専門員による職場紹介、複数事業所の連携及び職場体験などの緊急支援
策を行う。 

 
 
 

リーディング産地新規参入者受入体制強化緊急支援事業（農水商工部） 
         ４７，０００千円 

リーディング産地において、他産業から農業への新規参入者の受入や高齢
者・障がい者等の雇用促進を図るうえで必要となる産地の生産施設整備等を
支援する。 

 
 
 
(新規) 中小企業等研究人材育成・雇用支援事業（農水商工部）      １５，３３０千円 

 
中小企業等で不足している研究人材を、研究開発プロジェクトに参加させ

るなど実践的な研修を通じて育成し、就業、雇用に結びつけることで、企業
の技術開発力を向上する。 

 
 
 
 
④ 雇用につながる就労支援 
 
 

求職者総合支援センター事業（生活・文化部）              ８８，２１８千円 
 

生活・就労支援のための事業を一体的に実施する「求職者総合支援センタ
ー」をハローワーク等と連携して運営する。 

 
 
 
(新規) 未就職卒業者等支援事業（生活・文化部）               １４３，８８３千円 
 

就職先未定のまま卒業した若者が早期に就職できるよう、職業人として必
要な基礎的な技術・技能が高められるような研修、技能訓練を行うとともに、
就職面接会の開催や在校生に対する支援を行う。 

 
 
 
(新規) アグリチャレンジ総合支援事業（農水商工部）              ３５，０００千円 
 

新規就農者や農業参入企業に対する就農等相談、技術指導、販路開拓等を
総合的に支援する体制を整備し、農業・農村地域における就業・雇用の場の
拡大に取り組む。 
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(新規) 県立学校就労支援総合ネットワーク構築事業（教育委員会）    １３，１４５千円 
 

県立高校及び特別支援学校高等部の生徒が、地域の事業所で就労すること
を通じて地域社会に貢献できるよう、企業、経済団体、ハローワーク、市町
等と総合的なネットワークを構築し、地元企業等への就職・定着を図る。 

 
 
 
 
 

 
 
① 中小企業等の経営安定化への支援 
 
 

中小企業金融対策事業（農水商工部）                  ６８０，６２４千円 
               （緊急雇用・経済対策による融資枠拡大分） 
 
景気の悪化の影響により厳しい経営状況にある中小企業の資金の円滑化を

支援するため、セーフティネット資金の融資枠を拡大（3,200億円⇒3,800億
円）する。 

 
 
 
（一部新）中小企業経営維持・フォローアップ事業（農水商工部）        １０，１９６千円 

 
商工三団体を通じ、中小企業の経営安定化対策として、緊急の専門相談や

出前相談会等を実施するとともに、経営革新に取り組む企業者を支援する。 
 
 
 
 
② 地域経済活性化への支援 
 
 
（新規） 「三重の木トレイ」実用化開発事業（環境森林部）           １３，５００千円 

 
県産材の需要拡大とあわせ、循環型社会の構築と温暖化防止に寄与するた

め、「三重の木」の製材端材等の高付加価値化と実用化を目指した商品開発
を行う。 

 
 
 
(一部新)中小企業の市場化支援事業（農水商工部）               ２２，３６７千円 
 

国内需要の低迷等により競争が激化しているものづくり中小企業が、開発
した技術を事業化し、市場に提供していくことを支援するため、製品化等の
ために必要となるマーケティング調査や販路開拓に必要な経費を支援する。 

 
 
 

経済対策 
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（新規） 地域資源活用型産業活性化支援事業（農水商工部）         ３０，７０９千円 
 

現下の厳しい経済情勢のなかにあっても、市場の拡大などに意欲的に取り
組む地域資源を活用した中小企業の事業活動に対して、設備投資、販路開拓、
人材育成の３つの観点から緊急的に支援することにより、地域経済の活性化
と新規雇用の確保などを図る。 

 
 
 
（新規） ものづくり産業販路開拓支援事業（農水商工部）           １０，０００千円 

 
経済情勢の悪化により受注が減少している県内中小企業に対し、新たな販

路開拓の支援として、これまで働きかけの少なかった市場へのＰＲやマッチ
ング機会などを設ける。 

 
 
 
（新規） 観光需要創出キャンペーン事業（農水商工部）             １２，６００千円 

 
割引クーポンなどの付加価値を組み込み、本県への観光需要を創出するキ

ャンペーンを実施するとともに、フェリーなど公共交通機関を活用した旅行
商品を造成、販売することにより、県内への誘客を促進する。 

 
 
 

 
③ 将来に向けたチャンスづくり 
 
 
（新規） 食・農研究クラスター創出事業（農水商工部）               １１，８７８千円 
 

農業・畜産研究所を核に、産・学・官が参画した「食と農の研究コンソー
シアム」の形成に向け、県産農産物の活用意向や事業者のニーズを調査する
とともに、植物工場をはじめ、米粉、茶など緊急性の高い研究課題について
の研究クラスター形成を先行的に図る。 

 
 
 
（新規） 元気な三重の養殖業推進対策事業（農水商工部）            ７，２５０千円 
 

海面養殖業の収益力向上等による力強い経営体を育成するため、水産研究
所による即効性のある新たな養殖技術の開発や、養殖水産物の付加価値の向
上、養殖業の構造改革のための調査を行う。 

 
 
 

緊急経済対策設備投資促進補助金（農水商工部）         １５０，８６６千円 
 

経済の本格的な回復を見通して、新たな需要動向への対応や、新分野にチ
ャレンジする企業の中小規模の設備投資を支援することで、地域経済の活性
化と新規雇用の確保などを図る。 
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（新規） 緊急経済対策試作品づくり等支援事業（農水商工部）        ２１，４６５千円 
 

中小企業への受注促進・販路拡大につなげるため、特色ある技術を持ち寄
った中小企業群（企業連合）の活動を支援するとともに、企業が行う中小企
業群を活用した試作品づくりを支援する。 

また、県内中小企業が行う海外の企業・研究機関との技術交流や共同研究、
製品開発を伴う研究・試作品づくりを支援する。 

 
 
 
 
④ 国の対策と連動した事業の推進 
 
 
（新規） 「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」活用事業        ３，０８５，０１９千円 

（平成２１年度２月補正計上） 
 

国の平成２１年度第二次補正予算において創設された「地域活性化・きめ
細かな臨時交付金」を活用し、道路・橋りょうの維持修繕、県立学校の耐震
化等、公共施設・公用施設の修繕等きめ細かなインフラ整備を実施する。 

 
 
 
（新規） 婦人保護施設等耐震化等整備事業（健康福祉部）          ２２７，４７５千円 

障がい者施設耐震化等整備事業（健康福祉部）             ２４，８８５千円 
 

「社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金」を活用し、社会福祉法人が実施
する婦人保護施設、障がい者関連施設の耐震化を支援する。 

 
 
 

医療施設耐震化整備事業（健康福祉部）                ５７３，９１３千円 
 

「医療施設耐震化臨時特例基金」を活用し、災害拠点病院及び二次救急医
療機関が実施する耐震化整備に対して支援する。 

 
 
 
 

 

 
 

① 生活への支援 
 
 

住宅手当緊急特別措置事業（健康福祉部）               １４６，４０５千円 
 

離職者が就職活動を安心して行うことができるよう、住居を喪失した方や
住居を喪失するおそれのある方を対象に、住宅手当を給付する。 

 

生活対策 
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労働者福祉対策資金貸付等事業（生活・文化部）           ３７，０００千円 

   （うち離職者等生活資金貸付制度） 
 

勤務先の理由による離職あるいは賃金不払い等により急激に収入が減少し
た方を対象に、生活の維持や求職にあたり緊急に必要となる資金を東海労働
金庫と協調して低利で融資する。 

 
 
 

私立高等学校授業料減免補助金（生活・文化部）           ５２，７３３千円 
 

経済的な理由により、授業料の納付が困難な私立高等学校に在籍する生徒
の学資負担者に対し、授業料の減免を行った学校法人を支援する。 

 
 
 
 

② 働きやすい環境づくり 
 
 

母子家庭自立支援給付金事業（健康福祉部）              ７８，０３６千円 
（緊急雇用・経済対策による拡大分） 

 
母子家庭の自立支援に向け、母親が経済的な自立に効果的な看護師等の資

格を取得することを支援する。 
 
 
 

安心こども基金保育基盤整備事業（健康福祉部）        １，６２５，４４０千円 
 

「安心こども基金」を活用して、緊急的に保育所を整備するとともに、地
域子育て支援拠点施設の環境改善を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 





 - 14 - 

 
〈 学校教育の充実 〉 

 
少人数教育推進事業【重点事業 元気１】（教育委員会） 

                   教員の配置拡充（定数９名増 小５、中４） 
小学校１・２年生での３０人学級（下限２５人）、中学校１年生での３５

人学級（下限２５人）を継続するとともに、その他の学年においても、各学
校の実情に応じて少人数授業などの少人数教育を推進できるよう、教員の配
置を拡充する。 

また、中学校については、各学校の実情に応じて３５人学級を２年生ある
いは３年生にも振り替えられる制度を継続する。 

 
 
 
(新規) 小学校における学力定着調査研究事業（教育委員会）         ８，０００千円 
(新規) 緊急対策「授業力向上プロジェクト」事業（教育委員会）         ９，５００千円 

                  
小学校における基礎的・基本的な知識・技能の習得を図るため、国語科、

算数科を中心に学力の定着と向上のためのシステムづくりに取り組む。また、
教員の授業力の向上と指導的役割を担う中堅教員を育成するため、教職経験
の異なる教員が授業研究を通して授業改善を行う。 

 
 
 
 
◆みえのくらしづくり 
 

〈 防災体制の充実・強化 〉 
 

いのちを守る減災対策推進事業【重点事業 くらし１】（防災危機管理部） 
    １０４，７００千円 

災害に強い県土づくりをめざし、減災に向けた市町等の積極的な取組を促
進するため、市町等が実施する津波対策、孤立対策、避難所耐震化対策及び
災害時要援護者対策を支援する。 

 
 
 

待ったなし！耐震化プロジェクト事業【重点事業 くらし１】（県土整備部） 
      １２２，２５０千円 

東海地震、東南海・南海地震発生の危惧を踏まえ、住まいやまちの安全性
を高めるため、木造住宅の所有者が耐震化を進めていくきっかけとなる耐震
診断を支援するほか、補強設計や簡易な補強を含めた耐震補強への補助によ
り、住宅の耐震化を進める。 
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(一部新)災害対応力強化事業【重点事業 くらし１】（防災危機管理部）     ３６，７４１千円 
 

平成２２年度は、「第２次三重地震対策アクションプログラム」の計画期
間の最終年度にあたることから、４年間の取組成果を検証するとともに、
「三重県の減災目標」を達成するため、「第３次三重地震対策アクションプ
ログラム」の策定を行う。 

 
 
 
 

〈 安全・安心まちづくりの推進 〉 
 

犯罪抑止の最前線拠点整備事業【重点事業 くらし４】 （警察本部） 
１４３，２４０千円 

高齢化が進んでいる地区、子どもや女性に対する声かけ事案等が多く、通
学児童や学生が不安を抱えている地区などを対象に、犯罪抑止のための拠点
となる交番・駐在所を緊急に整備する。 

 
 
 

生活安全センターとしての交番機能強化事業【重点事業 くらし４】（警察本部）   
１２４，１１９千円 

地域の治安拠点である交番の全てに交番相談員を配置し、地域住民からの相談
等に適切に対応していくとともに、子ども等を見守る活動や、地域の犯罪情報を
提供するなど、地域の「生活安全センター」としての交番機能を強化する。 

 
 
 

 
〈 地球温暖化対策 〉 

 
(一部新)温暖化防止に向けた事業活動促進事業【舞台づくり くらし４】（環境森林部） 

 １７，７５０千円 
県内のＣＯ２排出量の削減を促進する新しいしくみなど、低炭素社会の実

現に向けた検討を進めるとともに、企業連携によるＣＯ２の削減や地球温暖
化対策計画策定事業所に対する訪問調査を進めるほか、中小事業者の省エネ
対策を促進する。 

 
 
 

新エネルギー普及促進事業【舞台づくり くらし４】（政策部）       ２９，５５７千円 
 

新エネルギーの導入促進と普及啓発のため、市町・事業者等が行う小規模
な設備導入に対し支援するとともに、次世代エネルギーパークや新エネサポ
ーター制度を活用した普及啓発活動を実施するほか、新たな「新エネルギー
ビジョン」の策定に向けた検討を進める。 
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（新規） 三重県地球温暖化対策実行計画策定（仮称）（環境森林部）      ６，２８９千円 

 
平成２２年度は、現行の「三重県地球温暖化対策推進計画」の最終年度と

なることから、これまでの取組成果を検証するとともに、新たに「地球温暖
化対策実行計画（仮称）」を策定し、低炭素社会の実現をめざす。 

 
 
 
 

〈 地域医療体制整備の促進 〉 
 
（一部新）医師確保対策事業【重点事業 くらし７】（健康福祉部）        ５１６，７７４千円 
 

医学生への修学資金の貸与など中長期的に効果が見込まれる対策と、勤務
医の負担軽減など比較的短期に効果が見込まれる対策を組み合わせて、医師
の確保に向けた取組を行う。また、医師の地域偏在を是正するため、地域医
療を担う医師への各種支援など地域医療の充実に向けた支援を行う。 

 
 
 
(一部新)看護職員確保・離職防止充実事業【重点事業 くらし７】（健康福祉部） 

      ４１，７５４千円 
看護職員を確保するため、病院内保育所の設置に対する支援を行うととも

に、新人看護職員の研修体制の整備や、潜在看護職員の再就業に向けた支援
に取り組む。 

 
 
 
(一部新)救急医療体制再整備・医療情報提供充実事業【重点事業 くらし７】 

（健康福祉部）  ３００，３４４千円 
地域の救急医療体制の充実・強化に向け、救急患者を受け入れるために空

床を確保する医療機関への支援などを行う。また、三次救急医療体制の充実
を図るため、ドクターヘリの平成２３年度中の導入に向けた準備を行う。 

 
 
 
 

〈 子育て環境の整備 〉 
 
(一部新)こどもが主役の未来づくり事業【舞台づくり くらし１】（健康福祉部） 

１７，１８９千円 
子どもたちが、企業や団体、個人など地域の大人のさまざまなサポートを

受けて、自ら主体的に企画し、実現する「こども会議」を県内各地で展開す
るなど、「子育ち支援」の取組を「みえこども応援プロジェクト」として推
進する。 

また、子どもたちをはじめ、より多くの県民の参加を得て、「三重県こど
も条例（仮称）」の制定に取り組む。 
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放課後児童対策事業費補助金【重点事業 くらし５】（健康福祉部） 

６２７，００５千円 
留守家庭等の小学校低学年児童等に対し、放課後の適切な遊びや生活の場

を提供する「放課後児童クラブ」の設置、運営を支援し、「放課後子ども教
室」と連携して総合的に「放課後子どもプラン」を推進する。 

 
 
 
 
◆みえの絆づくり 
 

〈 主要な幹線道路の早期完成をめざした取組 〉 
 

交流・連携を広げる幹線道路網の整備促進【重点事業 絆４】 （県土整備部） 
１４，５７６，５００千円 

平成２５年の神宮式年遷宮を契機とした広域的な交流・連携の促進に向け
た道路ネットワークの形成のため、引き続き新名神高速道路、紀勢自動車道、
東海環状自動車道、熊野尾鷲道路、北勢バイパス、中勢バイパスの整備促進
および第二伊勢道路とこれらの根幹をなす道路にアクセスする県管理道路の
整備を推進する。 

 
 
 

〈 観光振興 〉 
 
（一部新）「旅ごころ誘う三重奏」誘客戦略推進事業【重点事業 絆１】 （農水商工部） 

１３２，６６４千円 
（一部新）外客誘致推進事業【重点事業 絆１】（農水商工部）            ３３，０３６千円 

教育旅行誘致事業【重点事業 絆１】（農水商工部）             １，７２０千円 
 

首都圏・関西圏・中京圏・海外等エリア別の情報発信・誘客戦略をさらに
効果的に推進するとともに、引き続き、首都圏等からの修学旅行、近隣府県、
県内からの社会見学といった教育旅行の誘致を推進する。 

また、国のビジット・ジャパン・キャンペーンに呼応し、外国人観光客を
誘致するため、ターゲットとする国・地域の拡大や情報発信の強化、受入体
制の充実等に取り組む。 

 
 
 

中核的交流施設整備事業【重点事業 元気６】 （政策部）      ２８５，８８７千円 
 

紀南地域の振興を図るため、紀南中核的交流施設を拠点とした集客交流の
推進に向け、地元市町等と連携した取組を行う。 
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◆ 地方譲与税は、平成２１年度に創設された地方法人特別譲与税の完全施行により、対

前年度４４．８％増の２１９億円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 地方交付税は、対前年度１．１％増の１，３００億円 
 
   なお、臨時財政対策債も加えると、対前年度１５．２％増の２，０４５億円 
 
 
 
 
 
 
◆ 県債は、対前年度２．５％増の１，４６９億円 

 
ただし、借換債を除く実質ベースでは、対前年度１３．９％増 

 
  増の要因は、臨時財政対策債の大幅な増（２５６億円）によるもの 
 
 
 
 
 
 
◆  義務的経費は、対前年度１．８％減の４，０５９億円 

 
ただし、借換債を除く実質ベースでは、対前年度１．７％増 

 
◆  公債費は、実質ベースでは、対前年度３．６％増の９６６億円 
 
 
◆ 社会保障関係経費は、対前年度２．８％増の７３１億円 
 
 
 

 
 地方交付税は、対前年度１４億円、１．１％の増、 
臨時財政対策債を加えると、対前年度２７０億円、１５．２％の増 

 

 
 県債は、実質ベースで対前年度１８０億円、１３．９％の増 
  

 
 義務的経費は、実質ベースで対前年度６８億円、１．７％の増 

 
 地方譲与税は、対前年度６８億円、４４．８％の大幅な増 
 

地方法人特別税について 
 
平成２０年の税制改正により、地域間の税源偏在の是正に対応するため、消費税を

含む税体系の抜本的改革が行われるまでの間の暫定措置として、法人事業税の一部を
分離し、新たに地方法人特別税及び地方法人特別譲与税が創設された。 
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◆ 投資的経費は、対前年度２．２％減の１，０９７億円、１４ヶ月予算対比では、１．１％減の 

１，１５５億円 
 

公共事業について、補助公共事業や直轄事業負担金が、国予算の影響から大幅に減
少することから、対前年度１１．１％減の８３１億円、１４ヶ月予算対比では９．９％減の８７９億
円 

なお、県単公共事業については、道路・橋りょうなどの公共土木施設等の機能維持・長
寿命化等を図るため、対前年度１７．６％増の２２８億円、１４ヶ月予算対比では１９．２％増
の２４１億円を確保 

 
 

 
 
 
 
◆  財政調整のための基金は、追加の経済対策など不測の事態に備えるために必要な額

を残し、１０２億円を活用する。 
 
◆ その他特定目的基金についても可能な限り活用する。 
 
◆  合わせて、４００億円の基金を活用する。（H２１活用額 ２５４億円） 
 
◆  退職手当債は、１００億円を活用する。（H２１当初予算 １１０億円） 
 
 
 
 
 
 
◆ 厳しい財政状況のもと、限られた経営資源の中で、事務事業の「選択と集中」を一層進め、

簡素で効率的な「身の丈」にあった行財政運営を進める。 
 
 ○ 総人件費の抑制 
 
  「みえ経営改善プラン（改定計画）」を踏まえ、今後も総人件費の抑制に取り組む。 
 

・ 職員数の計画的な削減 
職員定数の推移（条例定数） 

 Ｈ１８ 26,335 人（▲82） 
Ｈ１９ 26,123 人（▲212） 
Ｈ２０ 25,943 人（▲180） 
Ｈ２１ 25,705 人（▲238）※看護大学の地方独立行政法人化に伴う減分含む 
Ｈ２２ 25,505 人（▲200） 

（ ）内は、対前年増減数 
 

 
 投資的経費は、対前年度２４億円、２．２％の減 
 １４ヶ月予算対比では１．１％の減 
  
 

 
 財源不足に対しては、基金や退職手当債の活用により対応 
 

 
財政健全化に向けた取組 
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・ 平成１７年度から実施している知事をはじめとする特別職等の給料月額の減額

（知事・副知事：５％、教育長等：２％）と、管理職員の管理職手当の減額（次長
級以上：５％、その他：３％）を平成２２年度においても引き続き実施 

 
 

○ 事業成果、費用対効果等の視点からの事務事業の見直し 
 

平成２２年度見直し事業  １２５事業     約 ７１億円の減 
区 分 事 業 数 金  額 

廃止 ９３事業   約 ３１億円 
休止     １９事業   約 １９億円 
リフォーム     １３事業   約 ２２億円 

合 計 １２５事業   約 ７１億円 
 

平成２１年度見直し事業  １３２事業     約 ３７億円の減 
区 分 事 業 数 金  額 

廃止 ８２事業   約 １９億円 
休止     １１事業   約  ８億円 
リフォーム     ３９事業   約 １０億円 

合 計 １３２事業   約 ３７億円 
 

参考：平成２０年度見直し事業  １０７事業  約 ４２億円の減 
区 分 事 業 数 金  額 

廃止 ６２事業   約  ６億円 
休止     ２６事業   約 ２９億円 
リフォーム     １９事業   約  ６億円 

合 計 １０７事業   約 ４２億円 
 




